
公共工事の入札契約制度等に対する
建設会社の意見・要望について

平成２１年３月１９日

国土交通省
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１．調査の概要

(社)日本土木工業協会
加盟企業

(社)全国建設業協会
加盟企業

対象

81.2%229282

57.1%72126

対象数 回答数 回答率

表１ アンケート対象数と回答状況

国土交通省において設置している「公共工事における総合評価方式活用検討
委員会（委員長：小澤一雅東京大学大学院教授）」において平成２０年１１月に
アンケート方式による調査を実施。



70.5%

18.2%

1.1%

16件

62件

1件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術提案内容が予定価格に反映されない

金額の必要な提案をしても設計変更対象とならない

コストダウンの提案をしても予定価格は変わらず低
入札基準価格も変わらない

２．総合評価方式に関する主な問題認識

図１ 導入に対する具体的な問題認識

47.1%

26.5%

23.5%

16.2%

18件

32件

16件

11件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

入札・契約手続きに時間がかかり過ぎる

入札・契約手続きに関する事務負担が大きい

配属予定技術者が長期間拘束される

書類提出期間や質問期間が短すぎる

41.8%

17.2%

11.1%

12.6%

29件

33件

109件

45件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

評価結果にバラつきが生じる

要求事項が漠然としている

課題設定が不適切な場合がある

評価項目の配点に偏りがある

64.9%

12.8%

6.4%

5.3%

12件

61件

6件

5件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

評価結果を具体的に公表（個別通知）して欲しい

採点内容表を全面公開すべき

評価結果公表に時間が掛かり過ぎ

加点評価、欠格の事例や留意点等を示して欲しい

（回答数：68件） （回答数：261件）

（回答数：94件）

39.8%

37.5%

30.7%

10.2%

33件

35件

27件

9件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

低入札でも落札できる場合がある

ペナルティが甘い・ない（強化すべき）

調査基準価格の設定が妥当か（低いのではないか）

調査に時間がかかりすぎる

（回答数：88件）

評価結果の公表に係る事項

技術提案の審査・評価に係る事項手続きに伴う時間・事務負担に係る事項

低入札対策に係る事項

技術提案と予定価格に係る事項（オーバースペック）

（回答数：88件）

40.5%

20.3%

2.5%

16件

32件

2件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

さらなる地元重視（評価）が必要

県外業者参入による地元企業の受注低下が発生

整備局間で考え方の格差が大きい

（回答数：79件）

地元企業の活用に係る事項
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３．生産性阻害要因と改善への方向性

表１ 主な生産性阻害要因と改善への方向性

①～③に掲げる施策の
推進による生産性向上

若い人材の登用と技術継承、建設関連従事者の魅力ある制度体制を構
築、高齢化による作業効率低下 他

52件

③建設会社の人員確保について（５２件）

人員確保が困難

対等な関係と透明性の確保、契約図書等の遵守、定期的な意見交換の
実施 他

34件
設計変更の対象とな
らない無理な要求が
多い

ﾜﾝﾃﾞｰﾚｽﾎﾟﾝｽの実施
三者会議の実施
設計変更審査会の実施
各種ガイドラインの活用
条件明示の徹底

発注者の工事理解力の向上、設計変更に応じてほしい、コンサルの完成
検査をしっかりして欲しい 他

117件
発注者都合等で工期
延伸、中断が発生

調査基準価格引き上げ
（H20.4）
各種ダンピング対策

最低制限価格の引上げ、無理なダンピングによる受注の回避 他22件

早期発注の推進
入札契約に要する手続
き期間の短縮

早期発注と余裕のある工期の設定、発注の年間での平準化、地域特性
を考慮した工期設定を望む 他

24件

④入札契約制度関連について（４６件）

工期（発注時期）が
適正ではない

低入札受注による
体力低下

②工事関連書類について（５２件）

①設計変更関連について（１５１件）

提出書類の簡素化、電子納品を一本化 他

改善への方向性

工事書類の簡素化
電子納品の推進

関連施策

52件

件数生産性阻害要因

書類が多い、書類作
成の負担が大きい


